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「ふくしまからはじめよう。キビタンファミリー」

復興・創生期間後の
ふくしま復興・創生に向けて

2019年10月23日
福島県



避難地域の復興・再生１．避難地域の復興・再生

○ 一部を除き帰還困難区域以外の避難指示が解除されたが、今なお４万人を超える県民が避難生活を続けているなど深刻で複雑な難しい問題
を抱えている状況。

○ 避難者の生活再建はもとより、医療・福祉、教育などの生活環境の整備について、よりきめ細かな支援が必要。
○ 特定復興再生拠点区域の整備計画を着実に推進していく必要。
○ 区域外の避難指示解除のための具体的方針を明示し、帰還困難区域の全ての避難指示解除に向け国が最後まで責任を持って対応すべき。

背景・課題



風評払拭・風化防止対策の強化２．風評払拭・風化防止対策

○ 風評は県全域にわたり様々な分野で根強く残っている。
○ 米、もも、肉用牛などの農林水産物の価格が全国平均を下回っていることから、生産から流通、消費に至る総合的な対策など粘り強い取組
が必要。

○ ２２の国・地域で輸入規制が継続されており、撤廃等に向けた諸外国への強力な働き掛けや情報発信の強化が不可欠。
○ 教育旅行は震災前６８％という低い状況で推移しており、教育旅行の誘致やインバウンド対策の取組を継続していくことが必要。

背景・課題

【出典】風評被害に関する消費者意識の実態調査
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３．新産業の創出及び地域産業の再生

福島県農林水産部集計

○ 福島イノベーション・コースト構想の推進に向け、各種拠点の整備が進んでおり、安定的な運営に必要な予算と利用促進に向けた取組を進
める必要。

○ 国内外から構想を支える優れた人材が集う教育研究拠点の更なる充実が重要。
○ 産学官連携の下、福島新エネ社会構想に基づく取組の充実・強化や、医療関連産業､航空・宇宙関連産業などの集積に向けた支援が必要。
○ 避難指示解除後の営農再開に向けた継続的な取組や担い手の確保、森林・林業の再生、漁業再開に向けた支援が不可欠。

背景・課題

【出典】 経済産業省「平成30年工業統計速報」および県統計課「平成30年工業統計調査結果速報」「工業統計調査結果報告書」より作成
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【出典】農林水産省生産林業所得統計報告書、漁業産出額より作成
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○ 複合災害との戦いは長く、険しい道のりが続く。
○ 復興・創生期間後も、福島県民が安心して復興・創生に取り組むことができる体制・制度・財源の確保が不可欠。

【体制】
○復興庁の後継組織における専任大臣の設置。
○これまで復興庁が担ってきた総合調整機能等の後継組織における確保。

【制度】
○福島復興再生特別措置法を始めとする復興・創生に不可欠な法制上の措置。
○福島イノベーション・コースト構想の推進、風評対策など福島固有の課題に対応した税制措置等の見直し。

【財源】
○震災復興特別交付税措置を含む、現行制度と同様の枠組みによる十分かつ安定的な財源の確保。

復興・創生期間後に新たに顕在化するものを含め、あらゆる課題に対して、福島の復興・創生が実現するまで
引き続き、国が前面に立って取り組む必要。

避難地域の復興・再生 風評払拭・風化防止対策の強化 新産業の創出及び地域産業の再生

４ ．復興・創生期間後の復興を支える仕組み

 令和元年台風第１９号により極めて深刻な被害が広範囲で発生し、住民生活や経済活動が深刻な打撃を受けており、
復興のあゆみを遅延させることにもなりかねない。

 このような災害にあっても、切れ目なく安心感を持って復興に取り組むことができるよう特段の配慮。
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